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1 サードプレイスは Oldenburg（1989）が提唱した概念であり、家庭（第 1 の場）でも職場



















































































的ネットワーク」の 2 つでつくられる http://www.works-i.com/column/policy/1811_01/（2019
年 2 月 25 日閲覧). 
リクルートワークス研究所；労働政策で考える「働く」のこれから 女性の再就業に「効く」人


























































第 7 章では、第 6 章の結果を踏まえ、離職期間に自己評価が低下するという女性の課題を
乗り越えるため、復職後の自己効力感に正の影響を及ぼす離職中の意識と行動の要因を検討
し、離職経験が肯定的な結果をもたらす条件の解明を目的とした。3カ月から 10年以下の離


































及ぼすのか、離職期間のある女性 312名（平均年齢 45.8歳、標準偏差 11.9）と無い女性 260
















 なお、第 6章「離職期間に自己効力感を向上させた女性の意識と行動 -キャリアブレイク
を経験した女性の変容-」は、2016年に日本産業カウンセリング学会『産業カウンセリング研
















表 序-1 本書の構成 
序章 研究の背景と目的 1.研究の背景と問題意識 
2.研究の目的 
3.論文の構成 
第 1章 離職した女性をとりまく環境 女性と離職、再就職の阻害要因、再就職支援に関する
先行研究を概観する。 
第 2章 離職した女性と自己効力感 離職者・失業者と自己効力感に関連し、自己効力感に
関する先行研究を概観する。 


































































ら 54歳、55歳から 59歳が「介護・看護のため」、60歳から 64歳までが「定年のため」がト
ップとなっている。 




表 1-1 年代別：女性の離職理由トップ 
年代 理由 年代別割合 
20歳から 24歳 一時的に就いた仕事だから 38.4% 
25歳から 29歳 結婚のため 40.0% 
30歳から 34歳 出産のため 36.7% 




45歳から 49歳 人員整理・勧奨退職のため 19.6% 
50歳から 54歳 介護・看護のため 22.4% 
55歳から 59歳 介護・看護のため 24.6% 
60歳から 64歳 定年のため 95.1% 




































































































































































































検索結果は 0件、「失業」を「離職」に変えても検索結果は 1件である（2021年 1月現在）。



























8 厚生労働省（2017)『平成 28 年度全国ひとり親世帯等調査結果報告』 




































日本の女性）仕事への不満 63％、仕事への行き詰まり感 49％、 
育児を理由に退職した女性 32％ 





































































































図 1-1 就職希望者（女性）の割合 













































































































































































































































表 1-3 再就職支援に関する方策 
種類 特徴 
女性の再就職に関する国の施策 



































































































































































































































































































① 内的統制心（internal locus of control） 
達成される結果が自らの行動や努力によってコントロールできるという信念 



















表 2-1 自己効力感と類似概念の相違点 
 行動 感情 性格特性 備考 
自己効力感 〇   
特定の課題の遂行能力についての判断に関す
る概念 
自尊感情  〇  自己に対する感情評価に関する概念 
自己肯定感  〇  
自己に対する前向きで好ましく思うような態
度や感情  ※自尊感情の下位概念 









































































表 2-3 課題特異的自己効力感に関する主な研究 
著者名 研究内容 
Bandura，Adams & Beyer（1977） ヘビ恐怖症者の治療に関する研究 




Betz & Hackett  （1981） 女性の進路選択に関する研究 
Bandura & Schunk  （1981） 小学生児童の学習課題達成場面に着目した一連の研究 
※Schunkによる研究が 1981-1984まで続く 
Manning & Wright （1983） 出産時の痛みのコントロールに関する研究 
Betz & Hackett （1983） 数学についての自己効力を測定に尺度の作成 
Taylor & Betz （1983） 進路決定課題についての自己効力尺度の作成 
Barling & Abel （1983） テニスを趣味とする人を被験者とした研究 





Tierney & Farmer（2002） 創造的自己効力感 
（自分が創造的な成果を生み出す力を持っているという信念） 
















表 2-4 4つの情報源の名称と影響 







enactive mastery experience（達成体験） 































physiological and mood states 
（生理的・感情的状態） 
physiological and affective states 
（生理的・情緒的喚起） 














































































1-7 一般性自己効力感（general self-efficacy） 























表 2-6 一般性自己効力感に関する主な尺度 
作成者 尺度 特徴 















































表 2-7 自己効力感の 2つの水準 










































































ると、その数はかなり少なくなる。例えば、google Scalarで「自己効力感 女性 失業」で














江本（2000）は、先行研究（Bandura & Schunk,1981・Bandura & Cervone,1983・Bandura & 
Cervone,1983・Bandura,Reese & Adams,1982;Perkins & Jenkins,1998）をもとに、自己効力
感から得られる効果として「課題達成率の増加」「目標に向けた努力」「似た状況での行動達





図 2-2 自己効力感の向上により得られる効果 





































































































































































































































































図 3-2 Bridges（1980） のトランジションモデル 
























図 3-3 トランジション・プロセスの統合モデル 























図 3-4 Schlossberg（1981）の変化を克服するためのステップ 





































































図 3-5 Brammer（1991）の転機の過程・段階モデル 
























































図 3-7 杉浦（2004）の転機のプロセス分析 





















3-3-1 Nicholson and West （1988）のトランジション・サイクルモデル 
 Nicholson & West（1988）は、経営学的視点から、仕事における転機のプロセスを明らか
にしている。トランジション・サイクルモデルの構成ステージとして、4つのステージがある。














図 3-8 Nicholson and West （1988）トランジション・サイクルモデル 




















図 3-9 尾形・元山（2005）キャリア・トランジションの普遍性 
出所 尾形・元山（2010）,p56をもとに筆者作成  
 








































表 3-2 主な転機理論一覧 


















































































































































































































































図 3-11 高橋（2010）の中高年男性の失業体験過程の仮説モデル 
（移行ステージと認知的対処） 



















































図 3-13 Cohen・Vivian （2008） の専業主婦が再就職を実現させるためのステップ 







































































































































































































































































































スの新しい形」 https://www.starbucks.co.jp/press_release/pr2016-1526.php   （2016




































23 エコッツェリア協会ホームページ（2016) 「エコッツェリアの活動 3＊3LABO（さんさんら




















































































































































失業者 ・失業した者。失職者（精選版 日本国語大辞典）。 












専業主婦 職業に就かないで、家事に専念する主婦（精選版 日本国語大辞典）。 
NEET（ニート） 15～34歳で、非労働力人口25のうち家事も通学もしていない方（厚生労働省）。 


















表 5-2 無業者を表す定義の比較 
 離職者 失業者 完全失業者 専業主婦 NEET 中高年ニート SNEP 
就業の有無 無し 
年齢 問わない 問わない 問わない 問わない 15～34歳 35～49歳 20～59歳 
就労の意志 問わない 有り 有り 問わない 無し 無し 問わない 
通学 問わない 問わない 問わない 問わない 無し 問わない 無し 
家事 問わない 問わない 問わない 有り 無し 問わない 問わない 
家族以外の交流 問わない 問わない 問わない 問わない 問わない 問わない 無し 










































































 第 1 章から第 4 章までの先行研究レビューと各章の総括を踏まえ、3 つのリサーチクエス
チョンを設定した。 
 













































































































































































































を向上させたのか」は、第 6章、第 7章で解明し、リサーチクエスチョン 3「地域のサードプ








表 5-4 各章の研究概要とリサーチクエスチョン 
章 第 6章 第 7章 第 8章 第 9章 
RQ RQ1 RQ2 RQ1 RQ2 RQ3 











































































































しているパソコンインストラクターの女性 19 名を調査対象者として選定した（表 6-1）。 
 なお、調査対象者は年代、離職期間、インストラクター経験年数が極端に偏ることがない
よう配慮した上で構成した。年代は 60代 1名、50代 5名、40代 7名、30代 5名、20代 1
名で平均年齢は 43.26歳（標準偏差 7.98）である。ただし、実際の年齢の範囲は 29歳から
61歳であり、40代前半を中心に分布する年齢構成としている。すなわち、年齢の幅を広く
とりつつも、再就業が生じやすい年齢を調査の中心とし設定したものである。 
 離職期間は 4ヶ月から 18年、パソコンインストラクター歴は半年から 21年である。平均
離職期間は約 3年、平均パソコンインストラクター歴は約 11年であった。初職は一般事務
職（派遣社員総務含む）9名、プログラマ 4名、システムエンジニア 2名、CADオペレータ
ー1名、社内インストラクター1名、接客業 1名、アルバイト 1名、学歴は大学卒 5名、短




表 6-1 調査対象者の属性 
 
 
番号 年代 性別 インストラクター歴 離職期間 初職 学歴 家族構成
A 40代 女性 13年 通算3年 不動産会社 一般事務職 短期大学卒 既婚子供2人
B 50代 女性 20年 4年 証券会社 一般事務職 短期大学卒 既婚子供2人
C 40代 女性 10年 4年 電機メーカー SE 大学卒 既婚子供2人
D 30代 女性 14年 1年 保険会社 一般事務職 短期大学卒 既婚
E 30代 女性 6年 半年 派遣社員 総務 短期大学卒 未婚
F 40代 女性 15年 半年 不動産会社 一般事務職 短期大学卒 既婚
G 50代 女性 2年 18年 旅行会社 一般事務職 短期大学卒 既婚子供1人
H 20代 女性 5年 1年 通信会社 一般事務職 大学卒 未婚
I 40代 女性 半年 1年 広告代理店 一般事務職 短期大学卒 不明
J 30代 女性 9年 1年 アルバイト 高校卒 不明
K 50代 女性 20年 8年 保険会社 プログラマ 短期大学卒 既婚子供3人
L 40代 女性 20年 1年 電機メーカー SE 短期大学卒 既婚
M 50代 女性 21年 3年 プログラマ 大学卒 既婚子供2人
N 30代 女性 5年 4ヶ月 一般事務職 専門学校卒 未婚
O 30代 女性 4年 2年 マンション接客 大学卒 既婚子供2人
P 60代 女性 15年 数ヶ月 銀行 プログラマ 大学卒教員免許 既婚子供あり
Q 40代 女性 15年 通算3年 CDAオペレーター 専門学校卒 未婚
R 50代 女性 約20年＋WEB制作 5年 社内端末インストラクター 短期大学卒幼児保育科 既婚子供あり












在の職務に至る経緯 3） 離職期間の過ごし方 4） 離職期間の経験をどのように捉えてい
るか 5） 離職期間を経験したことで学んだこと 6） 現在の仕事での喜び 7） 再就業後
















































































































28 Microsoft Office Trainerの略であり、マイクロソフト社から認定される資格で、当時パソ
コンインストラクターとして活躍するために重要な資格であった。なお、現在のトレーナー資格





































































































































































31 Bandura は、著作の出版年によって 4 つの情報源の名称を変えているが、本論では、1997 年








































表 6-2 概念とカテゴリーと該当人数の一覧 
 








































































































































































































表 6-2 概念とカテゴリーと該当人数の一覧（つづき 1） 
 


































































































































































































































時期 カテゴリ 定義 該当数






























（52） 周囲の状況を察する力 業務を通じて周囲の状況を察する力が身に付いている状態 13
（53） 任せる力 すべてを自分でやろうとせず、得意な人に任せるスキル 3











































































































































































































































































































































 平均年齢は 45.5歳、標準偏差 11.9であった。回答者の内訳は、年齢は 20歳~24歳
1.7%、25歳~29歳 9.4%、30歳~34歳 8.7%、35歳~39歳 14.4%、40歳~44歳 13.7%、45歳~49
歳 14.0%、50歳~54歳 13.7%、55歳~59歳 8.7%、60歳以上 15.7%、範囲は 20 歳から 75 歳で
あった。 
職業は公務員 1.0%、会社員（事務系）20.7%、会社員（技術系）2.3%、会社員（その他）
7.0%、パート・アルバイト 63.5%、その他 5.4%であった。 
学歴は中学（旧制高等小）1.3%、高等学校（旧制中学）34.8%、短期大学・専門学校・高
等専門学校 39.8%、大学 23.7%、大学院 0.3%であった。 











































































































表 7-1 離職中意識の因子分析結果 
 
  
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
変化に対する内省と葛藤（α=.90)
生活の変化を受け入れるまでに葛藤した .81 .10 .02 -.12 -.13
それまでの人生を振り返った .81 -.13 .04 -.06 .10
それまでの人間関係を振り返った .72 -.05 .01 .01 .11
それまでの自分の考えや行動を振り返った .77 -.03 -.05 .06 .09
生活の変化を受け入れるのに時間がかかった .65 .29 -.01 -.19 -.12
いつの間にか生活が変化していた .66 -.17 -.08 .12 .06
それまでのキャリアを振り返った .66 -.10 .07 .10 .10
不満や不安から変化を求めていた .48 .31 .02 .05 .01
離職中切迫感（α=.89)
何か考えるなり行動するなりしなければまずいと思った .09 .71 .07 -.06 .09
早く収入がほしいと思った -.24 .83 -.08 .16 -.03
とにかく何かしなければと思った .07 .73 -.09 .01 .11
現状を変えたいと強く思っていた .08 .73 .02 .05 .02
今の状況をなんとかしなければとプレッシャーを感じた .37 .60 -.10 -.06 -.04
自立して働きたかった .01 .54 .18 .12 -.02
早く復職したかった -.10 .51 .14 .14 -.03
貢献志向とその内容の明確化（α=.89)
地域の役に立ちたかった -.03 -.09 .88 -.19 .05
社会の役に立ちたかった -.20 .13 .79 -.20 .25
周囲の人の役に立ちたかった .05 .01 .79 -.03 .05
目指す専門性がわかった .08 -.08 .60 .33 -.16
目標としている人のように働きたかった .08 .25 .51 -.01 -.01
目指す仕事のために必要なスキルがわかった .06 -.07 .53 .36 -.02
自分の目標とする仕事がわかった .20 .01 .47 .33 -.18
経験活用願望（α=.88)
これまでの経験が生きる職場で働きたかった .04 .13 -.20 .84 .02
これまでの経験を生かしたいと思った -.07 .01 -.01 .80 .18
これまでの経験を生かして働きたかった -.10 .32 -.02 .66 -.02
自己資源の棚卸し（α=.78)
自分が好きなこと、得意なことについて考えた .05 .11 .01 .11 .60
自分の長所や短所について考えた .05 -.04 .11 .01 .64
自分が嫌いなこと、不得意なことについて考えた .16 .02 .02 .10 .57
因子抽出法: 主因子法 
 回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法
a 8 回の反復で回転が収束しました。
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
Ⅰ - .65 .63 .48 .52
Ⅱ - .56 .59 .47














































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
ゆるやかな人的ネットワーク形成 (α=.93)
同じ興味をもつ人たちと知り合った .95 .01 -.02 -.02 .00 -.11
同じ興味をもつ人たちの活動に参加した .94 -.07 -.12 -.04 -.03 .04
同じ興味をもつ人たちと情報交換した .78 -.06 .10 -.07 .02 .03
職場以外の人たちと積極的に知り合った .77 -.06 .02 .05 .05 .01
同じ興味をもつ人たちを探した .76 -.02 .04 -.07 .04 .05
家族以外の目標となる人と出会い、進路が変わった .70 -.03 -.01 .10 -.02 .07
家族以外の目標となる人に出会った .69 .13 -.11 .13 -.03 .02
目指す仕事に近い分野で試験的に活動した .50 .11 .12 -.02 -.05 .13
新たな経験によるスキル習得 (α=.92)
難しい経験の対応を通じて、責任感が高まった -.03 .95 -.06 .00 .04 -.08
新しいスキルを獲得し自信がついた .04 .80 -.06 .04 -.02 .06
新しい経験をして自信がついた .07 .80 .04 .04 .03 -.14
専門性を高めた -.09 .79 -.06 .01 -.02 .14
新しい経験をしてスキルを習得した -.01 .78 -.02 -.04 -.05 .13
難易度の高い経験は不安でも避けずに対応した -.06 .74 .19 .03 -.01 -.06
難易度の高い経験をすることに不安があった .01 .56 .04 -.07 .03 .06
主体的な小さな行動 (α=.90)
まずはできることからやった -.03 .02 .79 .17 -.07 -.20
新しいことを始める時はまずやれることを探した .01 .03 .77 .05 -.03 -.07
行動を起こす前に情報を調べた -.09 -.09 .75 -.02 -.03 .12
まずは情報を調べることでやる気になった -.07 .09 .73 -.12 .05 .09
何か始めるときはとりあえずやってみた .17 -.04 .72 .07 -.07 -.14
まずはインターネットや本で情報を集めた -.20 -.09 .69 -.04 .05 .21
挑戦したいことの情報を積極的に収集した .25 .18 .52 -.18 .05 .00
ささいなことから挑戦した .20 .10 .50 .08 -.07 -.01
新しい場に参加する時には、事前に様子を観察した .19 -.02 .42 -.07 .21 .16
友人との交流・相談 (α=.94)
友人とはよく話しあった -.03 -.07 .05 .91 -.01 .03
友人と将来のことを話しあった .03 .01 .03 .90 -.03 -.03
友人に将来のことについて相談にのってもらっていた -.02 .04 .02 .83 .01 .07
友人は、何か困ったことがあって、どうしようもないときに、助けてくれた -.04 .00 .05 .82 .05 -.04
友人とは協力しあった .09 .04 -.11 .82 .04 .04
家族との交流・相談 (α=.91)
家族とはよく話しあった .03 .01 -.03 -.06 .96 -.07
家族とは協力しあった .05 .03 -.01 .00 .87 -.13
家族と将来のことを話しあった -.04 .04 -.09 .01 .87 .06
家族に将来のことについて相談にのってもらっていた -.06 -.10 .09 .16 .72 .04
将来のための学習活動 (α=.85)
本や雑誌、ネットなどで今後のキャリアに関連する記事を読んだ -.08 .03 .18 .06 .00 .66
将来のために習い事を始めた .24 -.07 -.11 .11 -.06 .64
将来のために勉強を始めた .11 .07 .04 .00 -.09 .64
将来のために資格を取得した .17 .10 -.08 -.12 -.03 .63
将来の仕事について友人や先輩、家族などから話を聴いた .13 .09 .00 .13 .18 .45
因子抽出法: 主因子法 
 回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法
a 6 回の反復で回転が収束しました。
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
Ⅰ - .57 .53 .41 .19 .63
Ⅱ - .61 .38 .31 .58
Ⅲ - .29 .35 .41




















 回答者 299 名のデータの特徴を確認するため、各変数間の平均値、標準偏差、信頼性係
数、相関関係について、項目平均値を尺度得点として算出した。離職中意識、離職中行
動、自己効力感の変数間の関係を表 7-3 に示す。5件法による回答の平均値は 2.29 から
3.32 であり、信頼性係数（α係数）は 78から.94と十分な内的一貫性が示された。相関
関係は自己効力感の「失敗に対する不安」の中程度の負の相関を除き、一部相関がないも
のがあったが、.12 から.68 までの正の相関が認められた。 
 






















最終的なモデルは図 7-2に示す。  
 
 

























35 ブートストラップ法は、Baron & Kenny（1986)の回帰分析による媒介効果の分析方法に対し










直接効果 -.14** - -
間接効果 - -.02 .03*
総合効果 -.14* -.02 .03*
直接効果 - -.24** -
間接効果 -08* -.05* -.01
総合効果 -.08** -.30*** -.01
直接効果 - - .29***
間接効果 31*** .34*** -.21***
総合効果 .31*** .34*** .08
直接効果 - .17* -
間接効果 -.06* -.04** .03**
総合効果 -.06* .13 .03**
直接効果 - - .27***
間接効果 .08** .11*** -.10***






















た。よって仮説 1 は支持されなかった。 






































説 4 は一部支持された。 
 






























































































































































も考慮し、尺度項目の妥当性について検討していく。   
第 3 に層別によるメカニズムの解明に至っていない点である。今回の調査では離職期間



































   
2-2 調査団体の概要 
















 第 2 の団体、港南台タウンカフェは「cafe からはじまるおもしろまちづくり」をキャッ















者 1 名、幹部 2名、中核的メンバー1 名、活動期間 2年未満のメンバー1名、活動を始め


































































































































3-3 成立までの経緯に関する 2団体の共通点 
 2団体の共通点は次の 4点である。第 1に、社会的背景と個人的背景が成立の発端であっ




















 RQ3 の分析結果について、表 8-1で示す。 




























それがすごい心強かったというか」（活動期間 2年未満の女性メンバー、A 氏） 
 



































































































































































3-5 サードプレイスの機能に関する 2団体の共通点 
















































































































た 30 代から 40 代の商店街のリーダーになる人がスタンプラリーをやり始めたんです。こ
うして地域の人がイベントの中核になるんです」（代表運営者） 
 
3-7 サードプレイスの効果に関する 2団体の共通点 










































































































































38 初出の片岡・石山（2017)は加筆修正した上で、本稿の第 8 章になっている。 







































40 デジタル大辞泉 参照 









 先行研究（Eden & Aviram,1993、福沢,2009他）では、離職期間を経験している者は自信
の低下が見られていたことから、離職期間有無の違いによって、地域自己効力感に違いがあ
ることが予想され、地域のサードプレイスに対する志向性も異なると考えられる。したがっ
て仮説 4 が導かれる。 
 
 以上の仮説をもとに本稿の分析モデルを図 9-1に示す。 
 
 




 2017 年 4 月 13 日から 4 月 14 日にかけて、全国の被雇用者の女性を対象に離職期間の
有無別に、インターネット調査会社を通じて Web による質問紙調査を実施した。回答者は
572名（離職期間あり 312名、離職期間なし 260名）、回答は無記名で行われた。 
 
3-2 調査対象者の属性 
 調査対象者の人数と年齢について記す。離職期間を経験したことがない者は 260 名、平均
年齢は 44.4歳、標準偏差は 14.3 であり、離職期間を経験した者は 312名、平均年齢は 45.8











 平均離職期間は 25 か月、標準偏差は 48.2 であった。なお、本稿では離職期間を 3 ヶ月以
上と定義した。理由は失業保険における給付日数 90 日や自己都合退職における 90 日の給
付制限など、90日という期間が一つの区切りとなっているためである。  
 なお、調査対象者の離職理由は、表 9-2のとおりである。 
 




人数 割合 人数 割合
北海道 13 5.0% 20 6.4%
東北地方 12 4.6% 18 5.8%
関東地方 120 46.2% 111 35.6%
中部地方 33 12.7% 49 15.7%
近畿地方 49 18.8% 56 17.9%
中国地方 12 4.6% 19 6.1%
四国地方 4 1.5% 9 2.9%
九州地方 17 6.5% 30 9.6%


































































積寄与率は 67.32%であった。地域自己効力感（課題特異的）の因子分析結果を表 9-3 に示
す。 
 第 1 因子は 12 項目で構成され、「地域の活動を今後のキャリアと関連づけて考えること
ができる」など地域におけるキャリア開発や学習への自信に関する内容が示されたことか






















再度 2因子を仮定して主因子法、Promax 回転により因子分析を行った。累積寄与率は 42.83%
であった。地域自己効力感（一般性）の因子分析結果を表 9-4に示す。 
第 1 因子は 8 項目で構成され、「どんなことでも積極的にこなすほうである」や「地域に
貢献できる力があると思う」など地域における積極性や能力への自信に関する内容が示さ



























































。そこで再度 2 因子を仮定して主因子法、Promax 回転により因子分析を行った。累積寄与
率は 57.38%であった。サードプレイス志向の因子分析結果を表 9-5に示す。 
 第 1 因子は「同じ目的をもったメンバーと活動できる」など 14 項目で構成され、サード
プレイスでの交流に関する内容が示されたことから「交流型サードプレイス志向」と名付け






















































































表 9-6 地域自己効力感、サードプレイス志向の変数間の関係 
 
 

















N 平均 SD α 1 2 3 4 5 6
1 交流型サードプレイス志向 572 2.90 .80 .94 -
2 マイプレイス型サードプレイス志向 572 2.92 .87 .91 .62*** -
3 地域学習自己効力感 572 2.35 .84 .96 .51*** .34*** -
4 地域交流自己効力感 572 2.71 .86 .93 .46*** .26*** .82*** -
5 失敗に対する不安 572 2.86 .71 .81 .12** .10* .19*** .14*** -
6 行動積極性と能力自信 572 2.55 .72 .84 .47*** .34*** .73*** .67*** .10* -
*p<.05,**p<.0.1**p<.0.01
変数名
N 平均値 SD N 平均値 SD ｔ値
交流型サードプレイス志向 260 2.95 .79 312 2.86 .81 1.45
マイプレイス型サードプレイス志向 260 2.98 .86 312 2.88 .88 1.41
地域自己効力感 地域学習自己効力感 260 2.39 .87 312 2.32 .82 .96
（課題特異的） 地域交流自己効力感 260 2.72 .86 312 2.70 .87 .37
地域自己効力感 失敗に対する不安 260 2.80 .70 312 2.91 .73 -1.90 *





















分析は Amos26.0 で行った。適合度指標は GFI=.968、AGFI=.931、RMSEA=.050であり、十
分な適合と考えられる。 
離職期間なしと回答した 260 名のデータを基に分析した因果モデルの結果を図 9-2 に、





















































































































































































































図 10-2（図 5-1） 仮説モデルとリサーチクエスチョン（【RQ】）の関係 
 
1-2 リサーチクエスチョン 1 に対する回答 
 リサーチクエスチョン 1「離職女性の離職期間中の自己効力感を高める要因は何か」に
対する答えを導き出すため、離職期間中において女性の自己効力感を向上させる要因につ













































































1-4 リサーチクエスチョン 3 に対する回答 
 リサーチクエスチョン 3「地域のサードプレイスは、離職女性にとってどのような役割
を担っているのか」に対する答えを導き出すため、本研究の質的調査（第 8章）、量的調


































































2-1 理論的意義① 離職女性の自己効力感向上プロセスの発見 












































































































































































































































































































































44 Eden & Kinner（1991)によると、影響を及ぼす順位は、1 位:達成体験 2 位:代理体験 3 位:







図 10-4 離職女性の自己効力感向上プロセスと理論的意義の関係 
 









信,2010）、労働者の 5 割は非正規労働と言われている45。壮年（35 歳から 44 歳）の非正規
















































































































































3-4 実践的意義④ 再就職支援施策に関する提案 









































































 本研究の限界と今後の課題を 3点あげ、以下の課題について今後検討していく。第 1
は、本研究での調査が限定された調査ゆえにすぐ一般化することが難しい点である。個人
側の視点に着目し質的調査（第 6章）と量的調査（第 7 章）を行い、個人を取り巻く地域







46 一般社団法人ひきこもり UX 会議オフィシャルサイト https://uxkaigi.jp  
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